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持株会社体制への移行の検討開始に関するお知らせ

　当社は、本日開催の取締役会において、今後の当社グループの持続的な成長及び企業価値の向
上に向け、持株会社体制への移行について検討を開始することを決議いたしましたので、下記の
とおりお知らせいたします。
 

記
 
１．検討の背景と目的
　当社グループは、アパレル・ライフスタイル事業を中心に、既存事業の収益力の回復及び新た
な成長領域の創出に取り組んでおります。
　また、2026年３月に株式会社コーエンを連結子会社化したことなど、グループとしての事業
領域の拡大を進めております。一方で、当社グループが持続的な成長を実現していくためには、
顧客接点の拡大、収益力の向上及び事業構造の改善をグループ共通の経営課題として捉え、各事
業会社が個別に取り組むだけではなく、グループ全体の視点から経営資源や機能を最適化してい
くことが重要であると考えております。
　こうした状況を踏まえ、当社は、中長期的なグループ経営体制のあり方について検討を進める
中で、グループ戦略の策定及び経営資源の配分を担う機能と各事業の執行機能とを明確化し、グ
ループ横断での経営資源・機能の最適化を図るための経営基盤として、持株会社体制への移行に
ついて検討を開始することといたしました。
　持株会社体制への移行により、現時点では主に以下の効果を期待しております。

　（１）グループ経営の高度化　
　持株会社がグループ全体の経営戦略、事業ポートフォリオ及び経営資源配分等を担い、グ
ループ全体を俯瞰した経営を行うことで、各事業の成長性及び収益性を踏まえた経営資源の
最適配分を図ります。また、各事業会社が個別に保有する機能について、グループ横断での
連携・共通化による効率化及び高度化を検討し、グループ全体の競争力向上を図ります。

 
　（２）各事業会社の自律性及び機動性の向上

　グループ全体の戦略機能と各事業の執行機能の役割を明確化し、各事業会社の権限及び責　
任を明確にすることで、それぞれの事業特性や市場環境に応じた迅速な意思決定を可能と　
し、経営スピードの向上を図ります。

　（３）成長戦略及び事業ポートフォリオ戦略の推進
　今後の成長に向けた新規事業、M&A、資本・業務提携等を含む事業ポートフォリオの拡　
充・再構築に柔軟に対応できる経営基盤を整備するとともに、グループ全体の視点から成長　
領域への経営資源の配分を進めます。



　（４）グループガバナンスの強化
　持株会社がグループ全体の経営方針及び戦略を策定し、各事業会社がそれぞれの事業運営　
を担う体制を構築することで、各社の経営責任を明確化するとともに、グループ全体のガバ　
ナンス及び経営管理体制の強化を図ります。
 

２．持株会社体制への移行の予定時期及び方法
　今後、必要な機関決定及び所定の手続を経ることを前提として、2028年２月期中を目途に持
株会社体制へ移行することについて検討を進めます。
　なお、持株会社体制への移行に関する具体的な方法、日程その他の詳細につきましては、今後
検討を進め、決定次第、改めてお知らせいたします。
 
３．今後の見通し
　本件は現時点において持株会社体制への移行について検討を開始するものであり、当社の連結
業績に与える影響は現時点では未定です。
　今後、開示すべき事項が決定した場合には、速やかにお知らせいたします。
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